























のか否かが第一の論点である。次に， Tugan-Baranowskyにはじまり L.v. 




























(I) 100 2 C= 50 V=lOO ならば 1ゲ＝一一＝66~－%
150 3 
(II) 100 c =100, v =100なら』工、 1ゲ＝一2一00一＝50%
OIO 100 1 c =200, v =100ならば Iゲ＝ 300 =333% 
（町〉 100 c =300, v =100ならば cl'=400 = 25% 


























(1) MARX〔29コ第25・a巻 p.266 〈引用頁は全集版（大月書店）のものを記す。以
下同様〉
(2) MARX, ibid. p. 267 
(3) MARX, ibid. p. 267 






















































(6) MARX (29) ~ノ：~23 ・ bを p.799 
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Tugan-Baranowsky C46), L. v. Bortkiewicz c2n C22J J. Robinson C36J, P. M. 
Sweezy C 45} H. D. Dickinson 〔23:1等。

































I M M v ρ ＝万平Vコ白~. c干v=m•q だから
q p_ 
－一く一一去ーであれば，←ァく0となるとし、う訳である。q p 

























































































































































































αi (i=l, 2, 3）……各財をー単位生産するのに必要な生産財の量
η （i=l, 2, 3）……各財をー単位生産するのに必要な労働量












i = Ti(l-Rt2) (i= 1, 2, 3) 
aiti十τiRt2
となる。従って，（幼より
a1 az aa 
τlτ2τ3 
w 
tx l l 
tx 2 2 









P~ = (1+μ1) ( a;t 1十円Rt2) (i = 1,2, 3) 
となる。この価格で費用価格を生産価格化して部門利潤率を求めると，




















ρ2i = (1 + μ2(aiPHr:iRPD (i = l,2, 3) 
となる。このようにして，一般に第 n十1次生産価格は，
N+1 = (1 + μn+ i) (a1Pf十r:1RN)
p:+I= (1十μn+1)(a2Pf十円Rp:)
p-;+r = (1 + μn+ i) (a3ρf ＋τ3Rp:) 
μ _ ~p~xi－~（aiPf+r:3Rp;:)xi 
n+i - ~（αiN 十円Rp:)xi
となる。第0次生産価格は価値であるから，













1-Rt2>0 〈剰余条件〉 (36) 
が満たされていれば，
ρr= (1 + μ*)(a1P°t+r:1Rρn 
Pず＝(1 + μ*) (a2P°t+r:2RPt) 
ρt=(l十μ＊）（a3P"t+r:aRPt)






































利潤率はこの 3つの方程式で決定されるようになっている。 ω式は， ρ3／却を
決定する役割を果たしているにすぎないのである。
次に，平均利潤率の上限 rmaxであるが，例式に R=O(i. e.剰余価値率が
無限大）を代入することにより，
1 ~~ 










。1) L. v. Bartkiewicz C22:1，柴田〔14J，置塩「10コ等参照。
ω i置塩，（8コ「9J ClOコon等参照。
7'! 











そこで， q；＝あ／τv(i=l,2) fi=l/l+rとおき， ω～ωを書きかえると，







(q,, q3）の状態にあるから，生産財部門の生産費は， a,q，十τl であるO 資本
家は，生産費を低めようとして新技術（。；， r~） を導入するが，その時の生産
費の評価は，現行価格で行なわれる。それ故，新技術は，












































ねl十~Cr-1--r~）くat 十子＝戸 (58) 
'i.l '11 



































戸ぺq；’－q2）十（(3"-(3)q2 =a2 (q；’－q,) 
となるが，もし戸三三fであれば，側を考慮に入れると，
む司
q~’ － q ， くO (68) 
でなければならなし、。ところが，側，側，制より
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は関連があるにしても，それだけでは十分な説明たりえなし、。念のためにつけ
加えておくと，国王軍と議会軍の聞の軍紀の差，あるいは指導的ジエントリや
聖職者等の影響に原因を求める説明もありうるが，これらはごく表面的，部分
的な説明でしかなし、。例えば，サマセットシャで、は1645年のー授に先立つて国
王軍の支配下にあり，その迫害に苦しんでいたという事情は州の全地域をつう
じて同様であったが，そのー授の方向は地域的に異なっているO また，たしか
にジエントリや聖職者等の指導・影響を示す事例はあるが，多くの住民にこれ
をうけいれる理由がなければ大規模なー授を組織し，これを政治的に方向づけ
ることはできないであろう。したがって，一授が異なる政治的選択を行ったに
ついては，そうした事態を生ぜしめるべき歴史的事情があったにちがし、ないと
思われるのである。
そこで，次稿においては上記の地域区分にもとづいて各地域から幾つかの地
点を選び，それぞれ革命以前の社会的，経済的状況を検討し，ごく部分的なが
ら，この問題に接近を試みたし、と思う。
る。しかし，議会派を支持した民衆は自らあるべき体制を模索しうるほどには成長し
ていなかったとしても，少なくとも旧体制に対する批判的意識はあったわけであり，
単に伝統にのみ固執していたとは思われない。また，民衆の行動をすべて地方主義の
枠にはめて意味づけようというやり方ではかえって各地域固有の問題は見失われてし
まうことになるだろう。本稿では，筆者の不手際からモリルの詳細な研究を活用しえ
なかったが，その研究を一貫する上記の視点には賛成しかねるのであり，モリルの研
究によっても本稿の大筋は影響されないように思われる。
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